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◆ 令和７年度会計別予算額一覧  

 
 

  

（単位：千円）

補正前の額
１月補正額

(専決）
３月補正額
（前倒し分）

３月補正額
（追加分）

補正後の額

49,713,889 43,080 679,166 1,260,946 51,697,081

6,781,981 3,452 6,785,433

31,460 31,460

14 14

12,400 12,400

27,500 1,886 29,386

178,800 178,800

保険事業勘定 8,123,810 1,403 8,125,213

介護サービス事業勘定 52,915 88 53,003

135 6 141

2,593,165 2,593,165

17,802,180 6,835 17,809,015

4,274,800 151,060 ― 4,425,860

8,311,600 ― 8,311,600

福知山市民病院 20,195,418 20,195,418

大江分院 883,867 883,867

21,079,285 21,079,285

33,665,685 151,060 ― 33,816,745

101,181,754 43,080 830,226 1,267,781 103,322,841

後期高齢者医療事業

会　　　計　　　名

一　　般　　会　　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所費

と畜場費

宅地造成事業

休日急患診療所費

石原土地区画整理事業

介護保険事業

下夜久野地区財産区管理会

合　　　　　　　　　計

小　　　　計

企
業
会
計

水道事業

下水道事業

病院事業

小　　　　計
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◆ 令和７年度一般会計歳入予算額一覧  

 
  

（単位：千円）

款 補正前の額
第８号補正額

(専決）
第９号補正額 第１０号補正額 補正後の額

01 市税 12,196,154 200,000 12,396,154

02 地方譲与税 546,752 546,752

03 利子割交付金 7,000 7,000

04 配当割交付金 102,000 102,000

05 株式等譲渡所得割交付金 154,000 154,000

06 地方消費税交付金 2,144,000 2,144,000

07 ゴルフ場利用税交付金 6,000 6,000

08 自動車取得税交付金 1 1

09 環境性能割交付金 95,000 95,000

10 法人事業税交付金 240,000 240,000

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 25,000 25,000

12 地方特例交付金 89,000 89,000

13 地方交付税 12,232,123 613,163 12,845,286

14 交通安全対策特別交付金 7,500 7,500

15 分担金及び負担金 168,608 3,750 172,358

16 使用料及び手数料 1,197,536 1,197,536

17 国庫支出金 8,131,487 518,241 △ 7,255 8,642,473

18 府支出金 3,719,157 43,080 2,070 △ 5,808 3,758,499

19 財産収入 530,956 87,218 618,174

20 寄附金 638,500 276,590 915,090

21 繰入金 1,833,672 561 △ 39,435 1,794,798

22 諸収入 746,819 9,623 756,442

23 市債 4,646,600 147,800 123,100 4,917,500

24 繰越金 256,024 10,494 266,518

一般会計　合計 49,713,889 43,080 679,166 1,260,946 51,697,081
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◆ 令和７年度一般会計歳出予算額一覧（目的別） 

 

 
  

（単位：千円）

款 補正前の額
第８号補正額

（専決）
第９号補正額 第１０号補正額 補正後の額

01 議会費 265,122 265,122

02 総務費 5,646,300 43,080 55,478 1,004,013 6,748,871

03 民生費 17,861,224 410,064 289,172 18,560,460

04 衛生費 6,565,598 △ 25,184 6,540,414

05 労働費 17,780 17,780

06 農林業費 1,476,813 18,510 △ 124,493 1,370,830

07 商工費 580,791 △ 13,462 567,329

08 土木費 4,176,512 120,250 160,680 4,457,442

09 消防費 1,918,719 19,864 △ 18,691 1,919,892

10 教育費 5,649,888 55,000 △ 11,089 5,693,799

11 公債費 5,498,773 5,498,773

12 予備費 50,000 50,000

13 災害復旧費 6,369 6,369

一般会計　合計 49,713,889 43,080 679,166 1,260,946 51,697,081
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◆ 令和７年度一般会計歳出予算額一覧（性質別） 

 

 
  

（単位：千円）

補正前の額
第８号補正額

（専決）
第９号補正額 第１０号補正額 補正後の額

8,678,785 25,955 450,581 9,155,321

う　ち
議　　　員　　　給　　　与　　　費 152,959 152,959

う　ち
職　　　員　　　給　　　与　　　費 7,143,180 25,955 450,581 7,619,716

6,801,419 16,828 68,202 29,214 6,915,663

219,263 192,245 411,508

9,994,759 259,789 10,254,548

7,695,865 297 367,500 61,979 8,125,641

6,489,405 243,464 △ 161,772 6,571,097

う ち 人 件 費 333,796 333,796

6,483,036 243,464 △ 161,772 6,564,728

補 助 事 業 費 3,020,187 46,720 △ 96,268 2,970,639

単 独 事 業 費 3,462,849 196,744 △ 65,504 3,594,089

6,369 6,369

5,498,773 5,498,773

758,256 400,618 1,158,874

233,778 233,778

3,293,586 28,292 3,321,878

50,000 50,000

49,713,889 43,080 679,166 1,260,946 51,697,081一般会計　合計

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

普 通 建 設
事 業 費

災 害 復 旧
事 業 費

公 債 費

積 立 金

出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

維 持 補 修 費

区 分

人 件 費

物 件 費
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◆ ３月補正予算（追加分） 主要事項  
  

 
  

公共交通維持改善事業 113,909 継続 10

ふくちやまサポーター拡大事業 275,759 継続 11

自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 183,503 継続 12

保育所委託事業 83,052 継続 13

一戸建住宅・住宅新築資金等管理事業 14,293 継続 14

小学校ＩＣＴ環境整備事業 継続 15

中学校ＩＣＴ環境整備事業 継続 15

体育施設維持管理事業 9,869 継続 16

除雪関連事業 202,000 継続 17

地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備） 40,000 継続 18

急傾斜地崩壊対策事業 7,500 継続 19

つつじが丘・向野団地建替事業 継続 20

一般管理費(職員人件費) 450,141 継続 21

一般管理費（会計年度任用職員人件費） 440 継続 21

減債基金積立事業 196,901 継続 22

基金利子積立 11,858 継続 23

京都府税務共同化事業 9,995 継続 24

（単位：千円）

区分／政策名
補正額 区分 ページ

事業名

一
般
会
計

①　市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち

③　市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち

④　市民一人ひとりが、いつからでも何歳でも、自分らしく学びを深められるまち

⑤　市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち

通
常
補
正

⑨　持続可能な生活を支える基盤の整ったまち

〇　その他一般事業

財源更正

財源更正

財源更正
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（単位：千円）

補正額 区分 ページ

自治体システム標準化・共通化事業 △14,126 減額 25

電算システム等一般管理事業 △12,824 減額 25

ＫＴＲ支援事業 △5,113 減額 26

移住・定住促進事業 △3,600 減額 26

大江地域施設改修事業 △3,000 減額 27

戸籍振り仮名事業 △11,743 減額 27

戸籍標準準拠システム化事業 △1,584 減額 28

基幹統計調査事業 △3,000 減額 28

法（墓埋法及び行旅法）による死亡人等取扱事業 △6,766 減額 29

斎場施設改修事業 △6,105 減額 29

ゼロカーボンシティ推進事業 △16,388 減額 30

公設民営診療所整理事業 △1,577 減額 30

公共施設民間譲渡事業（集会施設）（農林整備課） △7,578 減額 31

公共施設除却事業（集会施設）（農林整備課） △5,021 減額 31

新規就農総合支援事業 △14,480 減額 32

農地中間管理事業 △3,300 減額 32

中山間地域等直接支払交付事業 △20,254 減額 33

農業機械設備等整備支援事業 △10,330 減額 33

ため池等農地災害危機管理対策事業 △22,393 減額 34

府営川北地区ほ場整備事業 △11,532 減額 34

森林経営管理事業 △1,484 継続・減額 35

間伐補助事業 △11,621 減額 35

中丹地域有害鳥獣処理施設管理事業 △6,500 減額 36

有害鳥獣捕獲事業 △10,000 減額 36

企業誘致促進特別対策事業 △13,462 減額 37

地籍調査事業 △8,227 減額 37

道路改良事業 △34,300 減額 38

社会資本整備総合交付金事業（道路整備） △31,000 継続・減額 38

街路整備事業 △9,257 減額 39

市営住宅改善事業 △20,329 減額 39

消防団員報償事業 △4,741 減額 40

消防水利整備事業 △7,000 減額 40

一
般
会
計

事業名

減
額
補
正
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（単位：千円）

補正額 区分 ページ

消防車両更新事業 △3,500 減額 41

災害時資機材整備事業 △3,450 減額 41

事務局一般管理事業（学校教育課） △1,815 減額 42

埋蔵文化財発掘調査事業 △4,326 減額 42

体育施設設備整備事業 △14,817 減額 43

国民健康保険事業特別会計繰出金　 29,383 継続
24・43・

44

休日急患診療所費特別会計繰出金 △1,114 減額 43・49

1,260,946

200,000 増額 45

613,163 増額 45

75,360 増額 46

18,165 増額 47

7,692 増額 48

補正額 区分 ページ

3,452 増額・減額
23・24・

44

1,886 継続 49

1,403 継続 23

88 継続 23

6 継続 23

― 増額 46

― 増額 46

6,835

◆繰越明許費の変更について
　　一般会計　橋りょう長寿命化対策事業

◆債務負担行為の変更について
　　一般会計　第4期埋立処分場整備事業

配当金及び株式売払収入等

◆繰越明許費について
　　一般会計　庁舎管理事業ほか　１３事業

　【介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）】（補正第３号）

【休日急患診療所費特別会計】（補正第１号）

【下水道会計事業】（補正第１号）

特
別
会
計
・
企
業
会
計

一
般
会
計

用品調達基金繰入

事業名

減
額
補
正一

般
会
計

特別会計・企業会計　　６会計　　計

　【水道事業会計】（補正第２号）

繰
出
金
補
正

【国民健康保険事業特別会計】（補正第３号）

　【介護保険事業特別会計（保険事業勘定）】（補正第３号）

歳
入
予
算

個人市民税

普通交付税

預金利子

（単位：千円）

事業名

　【下夜久野地区財産区管理会特別会計】（補正第１号）

（単位：千円）

一般会計（補正第１０号）　　５６事業　　計

歳入予算

歳入予算
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政策名 市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち  （単位：千円） 

事業名 公共交通維持改善事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

113,909 

国 府 市債 その他 一般財源 5,802 

12,395 12,277   89,237 
補正後予算額 

119,711 

 

１ 事業の背景・目的 
民間バス路線を維持し、地域住民の生活路線を確保することを目的に、市内で

路線バスを運行する事業者に対して支援を行います。 
 

２ 事業の内容 
市内で路線バスを運行する民間バス事業者及び民間バス廃止代替路線として

自主運行バスを運行する協議会に対し、運行経費のうち収支欠損相当額を補助

します。 
 

３ 事業費の内訳 
(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 交通対策費 

負担金補助及び交付金(地方バス路線運行維持費補助金) 
 

(内訳)   京都交通㈱          87,047,295 円 

丹後海陸交通㈱       2,592,119 円 

㈲中京交通        9,274,478 円 

三岳バス         4,566,130 円 

庵我バス         7,268,436 円 

中六人部バス       3,159,722 円 

合 計        113,908,180 円 

     

 

  
 
４ 主な特定財源 
(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 総務費国庫補助金 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 12,395千円 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 総務費府補助金 

市町村運行確保生活路線維持費補助金  12,277千円 

 

 

担当課 建設交通部都市・交通課 電話 直通 24-7084 内線 4318 

 

三和線(京都交通) 



11 

 

政策名 市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち  （単位：千円） 

事業名 ふくちやまサポーター拡大事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

275,759 

国 府 市債 その他 一般財源 617,183 

   276,590 △831 
補正後予算額 

892,942 
 

１ 事業の背景・目的 

人口減少や都市圏への人口集中が加速するなか、市民の力や市外の方の力を

生かしたまちづくりを進めていくため、多様な形で関わっていただく関係人口

を増やすことが重要となっています。 

そこで関係人口の拡大を進めるため、地域の魅力やふるさと納税などの情報

を発信し、福知山市に魅力を感じ、継続的な応援の輪の拡大を図ります。 
 

２ 事業の内容 

当初予算よりふるさと納税による寄附が増えたため、増額補正して積み立て

ます。また、寄附額増に伴い必要な事務経費を増額補正します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（R7年度寄附見込額+基金に積み立てる企業版ふるさと納税） （当初歳入予算額） （差引額） 

   （864,890千円+11,700千円）    － 600,000千円 ＝ 276,590千円 
 

３ 事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 諸費 

委託料 101,857千円（サイト運営経費、返礼品代金、返礼品配送料など） 

積立金 173,902千円（福知山市ふるさと納税基金積立金） 
※うち11,700千円は企業版ふるさと納税寄附金の積立分 

 

４ 主な特定財源 

(款) 寄附金 (項) 寄附金 (目) 総務費指定寄附金  

ふるさと納税寄附金    264,890千円 

(款) 寄附金 (項) 寄附金 (目) 衛生費指定寄付金、消防費指定寄附金、教育

費指定寄附金 

企業版ふるさと納税寄附金  11,700千円 
 

担当課 市長公室ふるさと応援課 電話 直通 24-7090 内線 3157 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち （単位：千円） 

事業名 自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

183,503 

国 府 市債 その他 一般財源 1,997,699 

91,751 45,875   45,877 
補正後予算額 

2,181,202 

 

１ 事業の背景・目的 

障害のある人が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生

活または社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給

付を行うことにより、障害のある人等の福祉の増進を図るとともに、障害の有

無にかかわらず安心して暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、実施

しています。 
 

２ 事業の内容 

障害の重度化や障害のある人及び介護者の高齢化により、障害福祉サービス

の支給量が増加するため、障害福祉サービス給付費の増額補正を行います。 

障害者総合支援法に基づく自立支援給付 

・訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護など） 

・日中活動系サービス（生活介護、就労継続支援、短期入所など） 

・居住系サービス（共同生活援助、施設入所支援） 

・相談支援（計画相談支援など） 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉援護費 

扶助費 183,503千円 

 

４ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫負担金 (目) 民生費国庫負担金 

介護給付費（福祉サービス） 91,751千円 

(款) 府支出金 (項) 府負担金 (目) 民生費府負担金 

介護給付費（福祉サービス） 45,875千円 

担当課 健康福祉部障害者福祉課 電話 直通 24-7017 内線 2163 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 保育所委託事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

83,052 

国 府 市債 その他 一般財源 3,179,414 

66,491 16,585   △24 
補正後予算額 

3,262,466 

 

１ 事業の背景・目的 

令和7年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定を受け、国の補正予算におい

て、民間保育施設等への委託費及び施設型給付費の基礎となる公定価格の見直

しが行われました。それに伴い、令和7年4月まで遡って引き上げの改定を行い、

保育士・幼稚園教諭等の処遇改善を図ります。 

また、委託費及び施設型給付費の基礎となるこどもの数を現在の人数に合わ

せる見直し等を行います。 

 

２ 事業の内容 

国の公定価格の改定により、委託費及び施設型給付費において不足する分に

ついて補正対応します。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童措置費 

委託料        14,439千円（民間保育所への委託費） 

負担金補助及び交付金 68,613千円（民間こども園等への施設型給付費） 

 

４ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫負担金 (目) 民生費国庫負担金 

子どものための教育・保育給付交付金   66,491千円  

(款) 府支出金 (項) 府負担金 (目) 民生費府負担金 

子どものための教育・保育給付府費交付金 16,585千円 

 

  

 

 

担当課 こども家庭部幼保支援課 電話 直通24-7082 内線6251 
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政策名 市民一人ひとりが、お互いを尊重しながら、共に育み、共に育つまち  （単位：千円） 

事業名 一戸建住宅・住宅新築資金等管理事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

14,293 

国 府 市債 その他 一般財源 346 

   14,293  
補正後予算額 

14,639 

 

１ 事業の背景・目的 

住宅新築資金等貸付事業については、平成11年10月に京都府内の関係市町に

より設立された京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合（以下「管理組合」とい

う。）に、関係市町の貸付金債権の回収及び整理、貸付資金として借入れた地方

債の償還事務を引継いで集約し、管理運営しています。 

令和元年度以降、福知山市分の債権回収額等を管理組合から適時受入れると

ともに、基金に積立てることで地方債の償還財源とするものです。 

 

２ 事業の内容 

財源対策基金(減債基金)へ積立て、地方債の償還財源とします。 

【令和元年度以降基金積立額】（単位：千円） 

年度 減債基金積立額 

令和元年度 338,102 

令和2年度 46,935 

令和3年度 29,139 

令和4年度 23,769 

令和5年度 44,802 

令和6年度 34,142 

 令和7年度 14,293 

 合 計 531,182 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 土木費 (項) 住宅費 (目) 住宅管理費 

基金積立金 14,293千円 

 

４ 主な特定財源 

(款) 諸収入 (項) 雑入 (目) 雑入 

住宅新築資金組合収支残額受入金 14,293千円 

担当課 市民生活部人権推進室 電話 直通 24-7021 内線 2218 
 

※令和元年度は平成 11 年度から平成

30 年度までの分を一括受入れして

積立て。 

※令和 2 年度以降はいずれも前年度分

を受入れして積立て。 
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政策名 市民一人ひとりが、いつからでも何歳でも、自分らしく学びを深められるまち  （単位：千円） 

事業名 小学校ＩＣＴ環境整備事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

― 

国 府 市債 その他 一般財源 336,527 

  48,200  △48,200 
補正後予算額 

336,527 

事業名 中学校ＩＣＴ環境整備事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

― 

国 府 市債 その他 一般財源 170,001 

  21,600  △21,600 
補正後予算額 

170,001 

 

１ 財源更正の理由 

児童生徒用タブレット型端末の更新に伴う付属品の整備及び電子黒板機能付

き大型提示装置の更新について、デジタル活用推進事業債の活用が可能と判明

したため財源更正を行います。 

 

２ 主な特定財源 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 教育債 

デジタル活用推進事業債  48,200千円 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 教育債 

デジタル活用推進事業債  21,600千円 

担当課 教育委員会教育総務課 電話 直通 24-7061 内線 5114 
 

財源更正 

財源更正 
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政策名 市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち （単位：千円） 

事業名 体育施設維持管理事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

9,869 

国 府 市債 その他 一般財源 80,333 

    9,869 
補正後予算額 

90,202 

 

１ 事業の背景・目的 

国際情勢の変化に伴う原油などの価格上昇の影響による光熱費の高騰により

三段池公園スポーツ施設の指定管理に必要な予算が不足します。 

適正な指定管理料による円滑な施設運営を維持するため、光熱費の不足分を

増額補正します。 

 

２ 事業の内容 

三段池公園スポーツ施設における電気料金等の不足分を増額補正します。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 教育費 (項) 保健体育費 (目) 体育施設費 

委託料  9,869千円 

 

 

担当課 市民生活部文化・スポーツ振興室 電話 直通 24-7069 内線 5332 

 



17 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 除雪関連事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

202,000 

国 府 市債 その他 一般財源 72,420 

    202,000 
補正後予算額 

274,420 

 

１ 事業の背景・目的 

主要な生活道路の交通を確保するため、除雪計画に基づき迅速に除雪を行い、

円滑な車輌交通等を確保し、市民生活の安定に寄与することを目的とします。 

 

２ 事業の内容 

市内の除雪路線340路線と協議路線78路線の計418路線に対する除雪業務と23

路線に対する凍結防止剤散布業務を、計38業者に委託して実施しています。 

除雪路線は、原則朝5時時点で市道上の積雪深が15㎝以上の場合に、協議路線

は、除雪路線の条件に加えて当該路線の存する自治会からの依頼を受けた場合

に、除雪作業を行います。また、凍結防止剤散布は、気象に関する予報等により

作業を実施します。 

本年度の降雪や気温等の気象状況により、支出見込み額が予算を上回るため、

除雪作業委託や倒木撤去に係る経費及び、共助による除雪作業補助金などの必

要額の補正を行います。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 土木費 (項) 道路橋りょう費 (目) 道路維持費 

委託料        192,245千円 

負担金補助及び交付金  9,755千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

早朝の除雪作業（R6 年度）     集落の孤立を招いた倒木（R5 年度） 

天座大江線（登尾地内）       奥山線付近（三和町大原地内） 

 

担当課 建設交通部道路河川課 電話 直通 24-7054 内線 4212 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

40,000 

国 府 市債 その他 一般財源 257,850 

20,000  20,000   
補正後予算額 

297,850 
 
１ 事業の背景・目的 

地方版総合戦略（まち・ひと・しごと・あんしん創生総合戦略）として策定した、

地域再生計画『持続可能な生活を支える基盤の整ったまち』に基づき、市内の道路

網の整備を行います。 

地域間の交流ネットワークの強化を通じて、交通の利便性の向上、地域間交流

の促進を図るとともに、災害時における避難経路の確保、安全・安心な道路環境、

観光入込客数の増加を図ることを目的とし、地方創生道整備推進交付金により

事業を実施します。 
 
２ 事業の内容 

国の追加割り当てにより、道路改良工事を実施します。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 土木費 (項) 道路橋りょう費 (目) 道路新設改良費 

工事請負費      40,000千円（三段池動物園線） 
 
４ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 土木費国庫補助金 

地方創生道整備推進交付金 40,000千円×補助率50％＝20,000千円 

 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 土木債 

公共事業等債  (40,000千円－20,000千円)×充当率90％＝18,000千円 

行政改革推進債  40,000千円－20,000千円－18,000千円＝2,000千円 

担当課 建設交通部道路河川課 電話 直通 24-7059 内線 4218 
 

道路拡幅(幅員約 4.0m→9.5m)のため、東

谷川に架かる橋の更新を実施 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 急傾斜地崩壊対策事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

7,500 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

   3,750 3,750 
補正後予算額 

7,500 

 

１ 事業の背景・目的 

急傾斜地崩壊対策事業は土砂災害防止対策として京都府が実施するもので、

事業実施にあたっては現場の状況に合わせた負担割合により市町村が受益者負

担金を納めています。 

本市における令和7年度の事業費に対する負担金を支出することで、市民の

生命・財産を守ります。 

本年度分の京都府施工事業費が確定したため、必要額の補正を行います。 
 

２ 事業の内容                        (単位：円) 

事業箇所 事 業 費 負担金割合 負担金額 うち地元分担金額 

三河Ⅱ 150,000,000 5％ 7,500,000 3,750,000 

計 150,000,000 ― 7,500,000 3,750,000 
 

３ 事業費の内訳 

(款) 土木費 (項) 河川費 (目) 河川総務費 

負担金補助及び交付金(市町村負担金) 7,500千円 

※京都府施工の急傾斜地崩壊対策事業1か所にかかる市町村負担金 
 

４ 主な特定財源 

(款) 分担金及び負担金 (項) 分担金 (目) 河川費分担金 

急傾斜地崩壊対策事業地元分担金 3,750千円（三河地区） 

  

担当課 建設交通部道路河川課 電話 直通 24-7028 内線 4334 

  

施工予定範囲 

府道二俣三河線 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 つつじが丘・向野団地建替事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

― 

国 府 市債 その他 一般財源 1,550,471 

△157,212  156,100  1,112 
補正後予算額 

1,550,471 

 

１ 財源更正の理由 

国庫補助金の交付決定額が当初予算より減額となったことにより、起債対象事業費

が当初予算額を上回ったため、財源更正を行います。 

  

２ 主な特定財源 

(款)国庫支出金 (項)国庫補助金 (目)土木費国庫補助金 

社会資本整備総合交付金  △157,212千円 

(款)市債 (項)市債 (目)土木債 

公営住宅建設事業債     156,100千円 

担当課 建設交通部建築住宅課 電話 直通 24-7058 内線 4251 

 

財源更正 
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区 分 人件費補正 （単位：千円） 

事業名 一般管理費（職員人件費） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

450,141 

国 府 市債 その他 一般財源 1,308,183 

    450,141 
補正後予算額 

1,758,324 

事業名 一般管理費（会計年度任用職員人件費） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

440 

国 府 市債 その他 一般財源 380,132 

    440 
補正後予算額 

380,572 
 

１ 事業の背景・目的 

職員の退職者が確定したことにより不足する退職手当の補正を行うもので

す。 

また、福知山マラソン及び人事異動に伴う事務机の配置換え等に従事した時

間について、福知山市法令遵守審査会の審査結果を受け、令和4年度から6年度の

超過勤務手当等を支給するものです。 
 

２ 事業の内容 

退職手当及び超過勤務手当等の補正を行います。 
 

３ 事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費 

（１）退職手当 436,680千円 
当初予算 決算見込み 補正額 

0千円（0人） 436,680千円（43人） 436,680千円（43人） 
  

（２）福知山マラソンに係る超過勤務手当等 12,529千円 

区分 会計年度任用職員報酬(超過勤務手当相当分) 超過勤務手当 管理職員特別勤務手当 

令和4年度 7件  82,230円 145件 3,041,905円 92件  500,000円 

令和5年度 9件 123,066円 182件 3,674,451円 96件  516,000円 

令和6年度 9件 126,135円 176件 3,908,526円 100件  556,000円 

合計 25件 331,431円 503件10,624,882円 288件1,572,000円 
 

（３）人事異動に伴う事務机の配置換え等に係る超過勤務手当等 1,372千円 

 

 

 

 

 
 

区分 会計年度任用職員報酬(超過勤務手当相当分) 超過勤務手当 

令和4年度 16件  54,581円 92件  444,413円 

令和5年度 12件  46,197円 118件  709,212円 

令和6年度 4件   7,384円 22件  109,524円 

合計 32件 108,162円 232件1,263,149円 

担当課 
市民生活部文化・スポーツ振興室 

市長公室職員課 
電話 

直通 24-7069 内線 5332 

直通 24-7034 内線 3232 
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区 分 その他一般事業 （単位：千円） 

事業名 減債基金積立事業 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

196,901 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

    196,901 
補正後予算額 

196,901 

 

１ 事業の背景・目的 

減債基金を活用し、将来負担の軽減を図り、市債の償還及び適正な管理に必要な
財源を確保します。 

 

２ 事業の内容  
令和7年度の国の補正予算に伴う普通交付税再算定の一部（【臨時財政対策債

償還基金費】分）を、令和8年度及び令和9年度の公債費へ充当するため、減債基
金へ積立を行います。 

また令和7年度予算における減額補正等により生じた一般財源を減債基金へ
積み立てます。 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費 

積立金 196,901千円（減債基金積立金） 

 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 
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区 分 その他一般事業 （単位：千円） 

事業名 基金利子積立（一般会計ほか3会計） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

13,677 

国 府 市債 その他 一般財源  

   13,677  
補正後予算額 

 
 
１ 事業の背景・目的 

本市では、地方自治法第241条に基づき、条例で基金を設けて「確実かつ効率
的に運用」しています。預金や債券で運用した利子については、基金に積み立て
ています。この積立に係る預金金利が上昇したことにより、基金積立金を増額補
正します。 

 
２ 事業の内容 

預金で生ずる利子の増額分を各基金に積み立てます。 
 
３ 事業費の内訳 

(会計)一般会計 
 (款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費 
  積立金        11,835千円 
  繰出金          23千円 
             11,858千円・・・① 

 
(会計)国民健康保険事業特別会計 

 (款) 基金積立金 (項) 基金積立金 (目) 国民健康保険事業基金積立金 
  積立金         297千円・・・② 
 (款) 基金積立金 (項) 基金積立金 (目) 高額療養費貸付基金積立金 
  繰出金          17千円・・・③ 

(款) 基金積立金 (項) 基金積立金 (目) 出産費貸付基金積立金 
 繰出金          8千円・・・④ 
(会計)介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 

 (款) 基金積立金 (項) 基金積立金 (目) 介護給付費準備基金積立金 
  積立金        1,403千円・・・⑤ 

(会計)介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定） 
 (款) 基金積立金 (項) 基金積立金 (目) 介護サービス事業基金積立金 
  積立金          88千円・・・⑥ 

(会計)下夜久野地区財産区管理会特別会計 
 (款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費 

    積立金          6千円・・・⑦ 
  
      計（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦） 13,677千円 

 
４ 主な特定財源 

(款)財産収入 (項) 財産運用収入 (目) 利子及び配当金 
一般会計                    11,858千円 
国民健康保険事業特別会計             322千円 
介護保険事業特別会計（保険事業勘定）      1,403千円 
介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）   88千円 
下夜久野地区財産区管理会特別会計          6千円 

                     合  計          13,677千円 
 

担当課 

会計室 
健康福祉部保険年金課 
健康福祉部高齢者福祉課 
健康福祉部地域包括ケア推進課 
市民生活部夜久野支所 

電話 

直通 24-7010 内線 2311 
直通 24-7015 内線 2261 
直通 24-7013 内線 2143 
直通 24-7073 内線 2151 
直通 37-1106 内線 74-9201 
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区 分 その他一般事業 （単位：千円） 

事業名 京都府税務共同化事業(一般会計・国民健康保険事業特別会計) 継続 

一
般
会
計 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

9,995 

国 府 市債 その他 一般財源 46,634 

    9,995 
補正後予算額 

56,629 

国
保
特
会 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

3,130 

国 府 市債 その他 一般財源 20,896 

   3,130  
補正後予算額 

24,026 
 
１ 事業の背景・目的  

平成22年度から共同徴収業務を開始した京都地方税機構では、公平公正で効率的

な税務行政が進められています。 

府内の地方自治体が共同して徴収業務を行うことで、滞納者に対しての一斉催告

や差押など、より厳格で公正な業務執行が可能となり、収納率の向上に寄与してい

ます。また、課税事務を統合的に行うことにより、納税者の利便性向上や業務の効

率化が図られています。 

  

２ 事業の内容  

京都地方税機構の運営経費は、京都地方税機構規約に基づき、構成団体が負担金

を支出していますが、京都地方税機構において人件費等の予算補正が行われ、本市

の負担金の額が当初予算額を上回ることとなったため、負担金を補正します。 

(負担金総額)   (当初予算額)   (補正予算額) 

78,766千円  －  65,641千円  ＝   13,125千円 

  

３ 事業費の内訳 

【一般会計】 

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 税務総務費 

    負担金補助及び交付金 9,995千円（京都地方税機構負担金） 

  【国民健康保険事業特別会計】  

(款) 総務費 (項) 徴収費 (目) 賦課徴収費 

    負担金補助及び交付金 3,130千円（京都地方税機構負担金） 

 

４ 主な特定財源 

【国民健康保険事業特別会計】 

(款) 繰入金 (項) 他会計繰入金 (目) 一般会計繰入金 

一般会計繰入金    3,130千円 

担当課 
総務部税務課 

健康福祉部保険年金課 
電話 

直通 24-9720 内線 3352 

直通 24-7019 内線 2261 
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政策名 その他の施策 （単位：千円） 

事業名 自治体システム標準化・共通化事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△14,126 

国 府 市債 その他 一般財源 128,512 

△5,500    △8,626 
補正後予算額 

114,386 
 

１ 減額の理由 

京都府自治体情報化推進協議会による標準準拠システムへの移行作業におい

て、RPA導入及び申請管理機能導入が来年度に変更となるため、減額補正を行い

ます。また、フォント利用ライセンス及びOracleLinuxサポートライセンスも移

行作業を進める上で不要となったため、併せて減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費 

需用費 △8,626千円 

委託料 △5,500千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 総務費国庫補助金 

デジタル基盤改革支援補助金 △5,500千円 

担当課 市長公室ＤＸ推進課 電話 直通 24-7060 内線 3122 

 

政策名 その他の施策 （単位：千円） 

事業名 電算システム等一般管理事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△12,824 

国 府 市債 その他 一般財源 354,281 

    △12,824 
補正後予算額 

341,457 
 

１ 減額の理由 

庁内で利用中の端末に導入しているMicrosoftOffice製品の更改時期を来年

度に見直したため、減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費 

需用費 △12,824千円 

担当課 市長公室ＤＸ推進課 電話 直通 24-7060 内線 3122 
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政策名 市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち  （単位：千円） 

事業名 ＫＴＲ支援事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△5,113 

国 府 市債 その他 一般財源 170,900 

 
 △5,200  87 

補正後予算額 

165,787 
 

１ 減額の理由 

KTRが実施する安全輸送設備整備にかかる事業費について、国庫補助金の配分
が増額され、本市が負担する経費が減少したため減額します。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 交通対策費 

負担金補助及び交付金 △5,113円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 総務債 
過疎対策事業債 △3,000千円、地域鉄道対策事業債 △2,200千円 

 

担当課 建設交通部都市・交通課 電話 直通 24-7084 内線 4318 

 

政策名 市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち  （単位：千円） 

事業名 移住・定住促進事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,600 

国 府 市債 その他 一般財源 41,804 

 △1,800   △1,800 
補正後予算額 

38,204 
 
１ 減額の理由 

移住促進事業補助金の申請が想定より少なかったことから、減額補正を行い

ます。 
 
２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 地域交流推進費 

負担金補助及び交付金 △3,600千円 
 
３ 主な特定財源 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 総務費府補助金 

京都府移住促進及び移住者等活躍推進事業費補助金 △1,800千円 

担当課 市民生活部まちづくり推進課 電話 直通 24-7225 内線 3139 
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政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 大江地域施設改修事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,000 

国 府 市債 その他 一般財源 5,000 

  △3,000   
補正後予算額 

2,000 
 

１ 減額の理由 

大江山にある鍋塚バイオトイレの利用実態や高地山中での管理条件を踏ま

え、蓄電池容量の増設のため、次年度に工法・設備等仕様を再検討することとし、

令和7年度実施を見送り、減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 地域交流推進費 

工事請負費   △3,000千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 総務債 

過疎対策事業債 △3,000千円 
 

担当課 市民生活部大江支所 電話 直通 56-1102 内線 75-9321 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 戸籍振り仮名事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△11,743 

国 府 市債 その他 一般財源 36,526 

△11,743     
補正後予算額 

24,783 
 

１ 減額の理由 
  戸籍振り仮名通知の発送回数の見直しや、コールセンター設置期間の短縮等、

委託業務の設計見直しを行ったことにより不用額が生じたため、減額補正を行
います。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 戸籍住民基本台帳費 (目) 戸籍住民基本台帳費 

役務費 △3,938千円 

委託料 △7,805千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目)総務費国庫補助金 

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 △11,743千円 
 

担当課 市民生活部市民課 電話 直通 24-7014 内線 2247 
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政策名 その他の施策 （単位：千円） 

事業名 戸籍標準準拠システム化事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△1,584 

国 府 市債 その他 一般財源 10,582 

△1,584     
補正後予算額 

8,998 
 

１ 減額の理由 

国の戸籍附票への旧氏記載部分の標準仕様書の提示が遅れ、当該部分のシス

テム改修が次年度対応となったため、当該予算について減額補正を行います。  
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 戸籍住民基本台帳費 (目) 戸籍住民基本台帳費 

委託料 △1,584千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目)総務費国庫補助金 

デジタル基盤改革支援補助金 △1,584千円 

担当課 市民生活部市民課 電話 直通 24-7014 内線 2247 

 

政策名 市民一人ひとりが、まちづくりの担い手となり、ほどよい力加減で助け合うまち  （単位：千円） 

事業名 基幹統計調査事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,000 

国 府 市債 その他 一般財源 54,319 

 △3,000    
補正後予算額 

51,319 
 

１ 減額の理由 

府委託金の交付決定額が当初の見込み額を下回り、一部の業務の変更をした

ため、減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 総務費 (項) 統計調査費 (目) 基幹統計調査費 

委託料 △700千円 使用料及び賃借料 △2,300千円  
 

３ 主な特定財源 

(款) 府支出金 (項) 府委託金 (目) 総務費府委託金 

統計調査費委託金 △3,000千円 
 

担当課 市長公室経営戦略課 電話 直通 24-7030 内線 3115 
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政策名 市民一人ひとりが、最期まで生き生きと暮らし、温かく見送られるまち  （単位：千円） 

事業名 法（墓埋法及び行旅法）による死亡人等取扱事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△6,766 

国 府 市債 その他 一般財源 9,804 

 △6,766    
補正後予算額 

3,038 
 

１ 減額の理由 
「行旅病人及行旅死亡人取扱法」に基づき、身元不明人の救護（入院等）費用

について9月に増額補正をしましたが、身元不明人の治療が終了となり、行旅病
人救護費の額が確定したため、減額補正をします。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 

扶助費 △6,766千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 府支出金 (項) 府負担金 (目) 民生費府負担金 

行旅病人救護費用 △6,766千円 
 

担当課 健康福祉部社会福祉課 電話 直通 24-7012 内線 2113 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 斎場施設改修事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△6,105 

国 府 市債 その他 一般財源 184,100 

  △6,000 △105  
補正後予算額 

177,995 
 

１ 減額の理由 

工事完了により事業費が確定したため、不用額の減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 環境衛生費 

工事請負費 △6,105千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

公共施設等総合管理基金繰入金   △105千円 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 衛生債 

旧合併特例事業債        △6,000千円 

担当課 市民生活部市民課 斎場 電話 直通 27-6122 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち  （単位：千円） 

事業名 ゼロカーボンシティ推進事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△16,388 

国 府 市債 その他 一般財源 31,832 

△6,468 △9,440   △480 
補正後予算額 

15,444 
 

１ 減額の理由 
脱炭素プラットフォーム運営支援業務について、国補助事業が不採択となっ

たことから、減額補正を行います。また、福知山市家庭向け自立型再生可能エネ
ルギー導入事業費補助金の申請件数が0件であったため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 環境保全費 

委託料  △6,468千円、負担金補助及び交付金 △9,920千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 衛生費国庫補助金 

エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金 △6,468千円 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 衛生費府補助金 

家庭向け自立型再生可能エネルギー導入事業費補助金 △9,440千円 
 

担当課 産業部エネルギー・環境戦略課 電話 直通 48-9554 内線 4175 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 公設民営診療所整理事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△1,577 

国 府 市債 その他 一般財源 9,035 

  △1,500 △77  
補正後予算額 

7,458 
 

１ 減額の理由 
三岳診療所解体工事について、入札により不用額が生じたため、減額補正を行

います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 診療所費 

工事請負費 △1,577千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

公共施設等総合管理基金繰入金 △77千円 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 衛生債 

公共施設等適正管理推進事業債（除却事業） △1,500千円 
 

担当課 健康福祉部保険年金課 電話 直通24-7019 内線 2267 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 公共施設除却事業（集会施設）（農林整備課） 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△5,021 

国 府 市債 その他 一般財源 63,798 

  △4,500 △521  
補正後予算額 

58,777 
 

１ 減額の理由 
多目的集会施設三岳会館解体工事について、入札により不用額が生じたため、

減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業総務費 

工事請負費  △5,021千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

公共施設等総合管理基金繰入金        △521千円 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 農林業債 

公共施設等適正管理推進事業債（除却事業） △4,500千円 
 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7041 内線 4111 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 公共施設民間譲渡事業（集会施設）（農林整備課） 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△7,578 

国 府 市債 その他 一般財源 7,654 

   △7,578  
補正後予算額 

76 
 

１ 減額の理由 
地元において譲渡後の追加改修を実施することとなり、市実施分と地元実施

分について協議に時間を要した結果、戸田会館改修工事及び会館譲渡を今年度
実施することが困難になったため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業総務費 

工事請負費        △7,205千円 
負担金補助及び交付金     △373千円 

  

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

地域振興基金繰入金       △7,578千円 
 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7041 内線 4111 
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政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 新規就農総合支援事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△14,480 

国 府 市債 その他 一般財源 26,699 

 △11,235  △3,245  
補正後予算額 

12,219 
 

１ 減額の理由 

事業対象者及び事業内容の変更により対象事業費が減少したため、減額補正

を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業振興費 

負担金補助及び交付金 △14,480千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

新規就農総合支援事業補助金   △11,235千円 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

ふるさと納税基金繰入金       △2,245千円 
(款) 諸収入 (項)雑入 (目) 雑入 

経営継承・発展等支援事業補助金  △1,000千円 
 

担当課 産業部農業振興課 電話 直通 24-7044 内線 4123 

 

政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 農地中間管理事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,300 

国 府 市債 その他 一般財源 3,751 

 △3,300    
補正後予算額 

451 
 

１ 減額の理由 
国の基準見直しにより、農区から補助対象となる事業の申請が令和7年度無か

ったため、減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業振興費 

負担金補助及び交付金 △3,300千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

農地中間管理事業補助金 △3,300千円 
 

担当課 産業部農業振興課 電話 直通 24-7044 内線 4123 
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政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 中山間地域等直接支払交付事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△20,254 

国 府 市債 その他 一般財源 127,907 

 △15,038   △5,216 
補正後予算額 

107,653 
 

１ 減額の理由 
第5期対策(令和2年度～令和6年度)から第6期対策(令和7年度～令和11年度)

への移行に伴い、交付対象面積が見込みより減少したため、減額補正を行いま
す。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業振興費 

負担金補助及び交付金     △20,254千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

中山間地域等直接支払交付金  △15,038千円 
 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7041 内線 4111 

 

政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち （単位：千円） 

事業名 農業機械設備等整備支援事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△10,330 

国 府 市債 その他 一般財源 41,842 

 △10,330    
補正後予算額 

31,512 
 

１ 減額の理由 

京野菜生産加速化事業において、補助対象事業費が確定したため、減額補正を

行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農業振興費 

負担金補助及び交付金 △10,330千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

京野菜生産加速化事業 △10,330千円 
 

担当課 産業部農業振興課 電話 直通 24-7044 内線 4121 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 ため池等農地災害危機管理対策事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△22,393 

国 府 市債 その他 一般財源 57,563 

 △3,032 △19,400  39 
補正後予算額 

35,170 
 

１ 減額の理由 
山の上池計画策定業務について、入札による不用額が生じたこと、また府営事

業費の減少に伴い市負担金額が確定したことにより、対象事業費の減額補正を
行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農地費 

委託料          △3,033千円 
負担金補助及び交付金  △19,360千円 

  

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

農村地域防災減災事業    △3,032千円 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 農林業費 

公共事業等債   △17,400千円 行政改革推進債  △2,000千円 
 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7042 内線 4115 

 

政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 府営川北地区ほ場整備事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△11,532 

国 府 市債 その他 一般財源 20,085 

 △11,531   △1 
補正後予算額 

8,553 
 

１ 減額の理由 
換地計画策定について、府の事業計画の見直しにより、令和7年度換地業務委

託が当初見込みより減ったことから、減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 農業費 (目) 農地費 

報償費   △697千円 
委託料 △10,835千円   

 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府委託金 (目) 農林業費府委託金 

農業競争力強化農地整備事業    △11,531千円 
 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7042 内線 4115 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 森林経営管理事業 継続・減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△1,484 

国 府 市債 その他 一般財源 111,429 

   △13,105 11,621 
補正後予算額 

109,945 
 

１ 補正の理由 
京都府において府下統一の森林クラウドシステム構築を実施されることにな

ったため、今年度予定していた本市独自の森林クラウドシステム構築業務が不
要となること、また、森林境界明確化業務の事業費が確定したことにより、減額
補正を行います。加えて、森林環境譲与税充当事業の減額分を森林環境譲与税基
金に積立てます。 

 

２ 事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 林業費 (目) 林業振興費 

委託料 △5,171千円 
積立金  3,687千円 

 

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 
 森林環境譲与税基金繰入金 △13,105千円 

 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7081 内線 4131 

 

政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 間伐補助事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△11,621 

国 府 市債 その他 一般財源 25,438 

    △11,621 
補正後予算額 

13,817 

 

１ 減額の理由 

林業事業体が森林経営計画に基づき実施する間伐について、面積及び搬出材

積が当初の見込みより減少したため、間伐事業補助金の減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 農林業費 (項) 林業費 (目) 林業振興費 

負担金補助及び交付金 △11,621千円 

担当課 産業部農林整備課 電話 直通 24-7081 内線 4131 
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政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 中丹地域有害鳥獣処理施設管理事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△6,500 

国 府 市債 その他 一般財源 110,583 

  △2,000 △4,500  
補正後予算額 

104,083 
 

１ 減額の理由 
中丹地域有害鳥獣処理施設の焼却設備改修工事について、入札により不用額

が生じたため減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 林業費 (目) 林業振興費 

工事請負費 △6,500千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

公共施設等総合管理基金繰入金   △2,205千円 
(款) 諸収入 (項) 雑入 (目) 雑入 

中丹地域有害鳥獣処理施設管理運営他市負担金  △2,295千円 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 農林業債 

過疎対策事業債 △2,000千円 
 

担当課 産業部農業振興課 電話 直通 24-7047 内線 4134 

 

政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち  （単位：千円） 

事業名 有害鳥獣捕獲事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△10,000 

国 府 市債 その他 一般財源 100,622 

 △6,515  △3,485  
補正後予算額 

90,622 
 

１ 減額の理由 
有害鳥獣の捕獲頭数が当初の見込みよりも減少したため、減額補正を行いま

す。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 農林業費 (項) 林業費  (目) 林業振興費 

報償費 △10,000千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 農林業費府補助金 

緑の公共事業（有害鳥獣駆除関係事業） △2,727千円 
鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業    △3,788千円 

(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 
ふるさと納税基金繰入金  △3,485千円 
 

担当課 産業部農業振興課 電話 直通 24-7047 内線 4134 
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政策名 市民一人ひとりが、時代の変化を先取りし、地域産業の発展に貢献できるまち （単位：千円） 

事業名 企業誘致促進特別対策事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△13,462 

国 府 市債 その他 一般財源 93,280 

   △13,462  
補正後予算額 

79,818 

 

１ 減額の理由 
長田野工業団地及びアネックス京都三和への企業誘致促進にかかる奨励金に

ついて、企業の操業計画・設備投資計画の見直し等により当初見込みより支出が
少なかったため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 商工費 (項) 商工費 (目) 商工業振興費  

負担金補助及び交付金 △13,462千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

企業誘致促進及び工場等操業支援基金繰入金 △13,462千円 
 

担当課 産業部産業課 電話 直通 24-7504 内線 4161 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 地籍調査事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△8,227 

国 府 市債 その他 一般財源 19,764 

 △6,170   △2,057 
補正後予算額 

11,537 
 

１ 減額の理由 
国土調査費補助金の交付決定額が当初申請額より減額となり、一部の業務執

行の見送りにより不用額が生じたため減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 土木費 (項) 土木管理費 (目) 土木総務費 

報償費        △ 222千円 委託料       △ 7,640千円 
旅 費        △ 130千円 使用料及び賃借料   △ 80千円 
役務費        △ 155千円 

 

３ 主な特定財源 
(款) 府支出金 (項) 府補助金 (目) 土木費府補助金 
国土調査費補助金   △ 6,170千円 

担当課 建設交通部用地課 電話 直通 24-7079 内線 4322 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 道路改良事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△34,300 

国 府 市債 その他 一般財源 188,356 

  △33,900  △400 
補正後予算額 

154,056 
 

１ 減額の理由 
設計条件の変更及び入札により不用額が生じたため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 土木費 (項) 道路橋りょう費 (目) 道路新設改良費 

委託料       △3,300千円 公有財産購入費      △300千円 
工事請負費    △13,500千円 補償、補填及び賠償金 △17,200千円 

 

３ 主な特定財源 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 土木債 
公共施設等適正管理推進事業債（長寿命化事業） △3,600千円 
過疎対策事業債 △30,300千円 

 

担当課 建設交通部道路河川課 電話 直通 24-7054 内線 4215 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 社会資本整備総合交付金事業（道路整備） 継続・減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△31,000 

国 府 市債 その他 一般財源 123,700 

△17,463  △15,500  1,963 
補正後予算額 

92,700 
 

１ 補正の理由 
測量・業務設計において、追加の用地調査が必要となったため増額補正を行い

ます。 
社会資本整備総合交付金の交付決定額が当初申請額より減額となったため、

減額補正を行います。 
 

２ 事業費の内訳 
(款) 土木費 (項) 道路橋りょう費 (目) 道路新設改良費 

委託料        2,109千円 公有財産購入費    △15,490千円 
工事請負費     △11,060千円 補償、補塡及び賠償金  △6,559千円 

 

３ 主な特定財源 
(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 土木費国庫補助金 

社会資本整備総合交付金 △17,463千円 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 土木債 

公共事業等債  △14,000千円 行政改革推進債 △1,500千円 
 

担当課 建設交通部道路河川課 電話 直通 24-7054 内線 4215 
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政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 街路整備事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△9,257 

国 府 市債 その他 一般財源 143,112 

  △9,200  △57 
補正後予算額 

133,855 
 

１ 減額の理由 
  京都府施行区間である都市計画道路福知山綾部線(土工区)における事業費の

変更に伴い、市町村負担金の減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 
(款) 土木費 (項)都市計画費 (目)街路事業費 

負担金補助及び交付金 △9,257千円 
 

３ 主な特定財源 
(款) 市債 (項) 市債 (目) 土木債 

公共事業等債    △6,500千円 行政改革推進債   △900千円 
地方道路等整備事業債  △1,800千円  

担当課 建設交通部都市・交通課 電話 直通 24-7050 内線 4319 

 

政策名 持続可能な生活を支える基盤の整ったまち （単位：千円） 

事業名 市営住宅改善事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△20,329 

国 府 市債 その他 一般財源 31,100 

△8,190  △12,100  △39 
補正後予算額 

10,771 
 

１ 減額の理由 

国庫補助金の交付決定額が当初申請額より減額となり、今年度の事業実施を

見送ったことや、入札により工事請負費の不用額が生じたことにより減額補正

を行います。 
 

２ 減額事業費の内容 

(款)土木費 (項)住宅費 (目)住宅管理費   

工事請負費        △20,329千円 
 

３ 主な特定財源 

(款)国庫支出金 (項)国庫補助金 (目)土木費国庫補助金 

社会資本整備総合交付金  △8,190千円 

(款)市債 (項)市債 (目)土木債 

公営住宅建設事業債    △12,100千円 
 

担当課 建設交通部建築住宅課 電話 直通 24-7058 内線 4247 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 消防団員報償事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△4,741 

国 府 市債 その他 一般財源 66,285 

   △4,741  
補正後予算額 

61,544 
 

１ 減額の理由 
消防団員の退職報償金の支出実績が当初見込みより少なかったため、減額補

正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 非常備消防費 
報償費 △4,741千円 

 

３ 主な特定財源 
(款) 諸収入 (項) 雑入 (目) 雑入 

消防団員退職報償金 △4,741千円 
 

担当課 消防本部総務課 電話 直通 24-0119 内線 2420-200 

 

政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 消防水利整備事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△7,000 

国 府 市債 その他 一般財源 45,520 

  △7,000   
補正後予算額 

38,520 
 

１ 減額の理由 
三和町梅原地区耐震性貯水槽設置ほか工事において、耐震性貯水槽の設置に

伴う工法の変更と、入札により不用額が生じたため減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 消防施設費 

工事請負費 △7,000千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 消防債 

緊急防災・減災事業債 △7,000千円 
 

担当課 消防本部消防課 電話 直通 24-0119 内線 2420-202 
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政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち （単位：千円） 

事業名 消防車両更新事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,500 

国 府 市債 その他 一般財源 159,294 

  △3,500   
補正後予算額 

155,794 
 

１ 減額の理由 
多機能型小型動力ポンプ付積載車ほか購入において、入札により不用額が生

じたため減額補正を行います。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 消防施設費 

備品購入費 △3,500千円 

 
 

３ 主な特定財源 

(款) 市債 (項) 市債 (目) 消防債 

緊急防災・減災事業債 △3,500千円 
 

担当課 消防本部消防課 電話 直通 24-0119 内線 2420-202 
 

 

政策名 市民一人ひとりが、自然、環境や地域資源を守り、生かし、次世代につないでいくまち  （単位：千円） 

事業名 災害時資機材整備事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△3,450 

国 府 市債 その他 一般財源 10,251 

    △3,450 
補正後予算額 

6,801 

 

１ 減額の理由 

   備蓄物資の購入において、入札により不用額が生じたため、減額補正を行いま

す。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 災害対策費 

需用費 △3,450千円  

 

担当課 市長直轄組織危機管理室 電話 直通 24-7503 内線 3514 
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政策名 市民一人ひとりが、いつからでも何歳でも、自分らしく学びを深められるまち  （単位：千円） 

事業名 事務局一般管理事業（学校教育課） 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△1,815 

国 府 市債 その他 一般財源 4,720 

△1,815     
補正後予算額 

2,905 

 

１ 減額の理由 

  システム標準化による学齢簿システムのデータ移行に係る作業が令和8年度

に実施するスケジュールとなったため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費 

委託料 △1,815千円 

 

３ 主な特定財源 

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 教育費国庫補助金 

デジタル基盤改革支援補助金 △1,815千円 
 

担当課 教育委員会学校教育課 電話 直通 24-7062  内線 5122 

 

政策名 市民一人ひとりが、いつからでも何歳でも、自分らしく学びを深められるまち  （単位：千円） 

事業名 埋蔵文化財発掘調査事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△4,326 

国 府 市債 その他 一般財源 19,304 

   △4,326  
補正後予算額 

14,978 
 
１ 減額の理由 

調査対象地である川上5号墳と川上南4号墳の遺構密度が当初見込みより低か
ったことから、調査期間が短縮されたため、減額補正を行います。 

 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 教育費 (項) 社会教育費 (目)社会教育総務費 
需用費        △419千円 委託料       △2,603千円 
役務費         △40千円 使用料及び賃借料  △1,264千円 

 

３ 主な特定財源 
(款) 諸収入 (項) 受託事業収入 (目) 教育費受託事業収入 

埋蔵文化財発掘調査事業 △4,326千円 
 

担当課 市民生活部文化・スポーツ振興室 電話 直通 24-7065 内線 3135 
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政策名 市民一人ひとりが、その人なりの生きがいを持ち、健やかで活動的なまち  （単位：千円） 

事業名 体育施設設備整備事業 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△14,817 

国 府 市債 その他 一般財源 57,817 

   △14,817  
補正後予算額 

43,000 
 

１ 減額の理由 

荒河調整池の造成に伴い生じた盛土用地(約2ヘクタール)において、全天候型

公認陸上競技場整備に係る基本構想業務を進める過程で、当初の予定より精緻

な地盤解析の実施が必要となったことから、令和7年12月議会において債務負担

行為を設定し、契約期間を令和8年度まで延長することとなりました。 

このため、令和7年度内に支払予定であった委託料を全額減額補正します。 
 

２ 減額事業費の内訳 

(款) 教育費 (項) 保健体育費 (目) 体育施設費  

委託料 △14,817千円 
 

３ 主な特定財源 

(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 基金繰入金 

地域振興基金繰入金 △14,817千円 
 

担当課 市民生活部文化・スポーツ振興室 電話 直通 24-7069 内線 5332 

 

区 分 繰出金補正 （単位：千円） 

事業名 国民健康保険事業特別会計繰出金 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

597,738 

29,383 

国 府 市債 その他 一般財源 

12,083 7,612   9,688 

補正後予算額 

627,121 

事業名 休日急患診療所費特別会計繰出金 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

12,296 

△1,114 

国 府 市債 その他 一般財源 

   

 

△1,114 

補正後予算額 

11,182 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 

  

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 休日急患診療所費 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 
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区 分 歳入予算（国民健康保険事業特別会計） （単位：千円） 

事業名 一般会計繰入金 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

26,253 

国 府 市債 その他 一般財源 597,738 

 
 

 26,253 
 
補正後予算額 

623,991 

 

増額補正の理由 

  国民健康保険料軽減の対象者が当初見込みを上回ることに伴い、増額補正しま

す。 

 

 補正前の額 補正額 補正後の額 

保険基盤安定（保険料軽減分）繰入金 228,647 2,091 230,738 

保険基盤安定（保険者支援分）繰入金 109,347 23,610 132,957 

未就学児均等割保険料繰入金 2,359 332 2,691 

産前産後保険料繰入金 666 220 886 
 

担当課 健康福祉部保険年金課 電話 直通 24-7015 内線 2261 
 

 

 

区 分 歳入予算（国民健康保険事業特別会計） （単位：千円） 

事業名 国民健康保険事業基金繰入金 減額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

△26,253 

国 府 市債 その他 一般財源 232,972 

 
 

 △26,253 
 
補正後予算額 

206,719 

 

減額補正の理由 

  保険基盤安定繰入金等が当初見込みを上回ることに伴い、基金繰入金を減額補

正します。 

担当課 健康福祉部保険年金課 電話 直通 24-7015 内線 2261 

 

 

(款) 繰入金 (項) 他会計繰入金 (目) 一般会計繰入金 

(款) 繰入金 (項) 基金繰入金 (目) 国民健康保険事業基金繰入金 
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区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 個人市民税 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

200,000 

国 府 市債 その他 一般財源 3,853,721 

    200,000 
補正後予算額 

4,053,721 

 

 

 

増額補正の理由 

個人市民税については、給与所得の伸びにより当初予算より増収となること

が見込まれるため、補正を行います。 

 

 

 
当初予算額 

① 

補正後予算額 

② 

今回補正額 

②－① 

個人市民税 3,853,721 4,053,721 200,000 

合 計 3,853,721 4,053,721 200,000 
 

担当課 総務部税務課 電話 直通 24-7024 内線 3353 
 

 

 

区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 普通交付税 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

613,163 

国 府 市債 その他 一般財源 12,232,123 

    613,163 
補正後予算額 

12,845,286 

 

 

増額補正の理由 

令和7年度の国の補正予算に伴い、地方団体が、経済対策の事業等を円滑に実

施するために必要な経費を算定するため、基準財政需要額の臨時費目として【臨

時経済対策費】が創設され、本市にも追加配分されることとなったほか、その他

費目の算定結果により普通交付税の交付額が当初見込みを上回るため、増額補

正を行います。 

 

担当課 総務部財政課 電話 直通 24-7035 内線 3322 

（款) 市税（項) 市民税（目) 個人 

（単位：千円） 

 (款) 地方交付税 (項) 地方交付税 (目) 地方交付税 
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区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 配当金及び株式売払収入等（一般会計ほか2会計） 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

131,425 

国 府 市債 その他 一般財源  

   131,425  
補正後予算額 

 
 
増額補正の理由 

福知山市(96株)及び上下水道部(水道事業会計：32株・下水道事業会計： 

32株)が株式を保有する福知山上下水道サービスセンター(株)について、福知山

市保有分の96株と上下水道部保有分のうち下水道事業会計分の5株を売却する

こととなったため、歳入予算(収入予算)の補正を行います。 

これに先立ち、同センターから臨時の配当が行われるとともに、同センターの

社屋建物とこれに付随する「修繕引当特定預金」(将来の社屋建物の大修繕に充

てるために積立てられたもの)を上下水道部に引き継ぐこととなったため、併せ

て補正を行います。 

 

 

※令和4年1月に策定した「福知山市外郭団体への関与に係る指針」において、「上

下水道サービスセンターがライフラインの最前線を担う事業者であることを踏ま

えつつ、同社を取り巻く諸事情を考慮し、当面の間は「持ち株比率50%未満」を目

指す。」との見直し方針が示されており、今回株式の売却を行うものです。 

 

 一般会計 

 
（款）財産収入（項）財産売払収入（目）株式売払収入 

福知山上下水道サービスセンター株式売払収入 12,000千円 

（款）財産収入（項）財産運用収入（目）利子及び配当金 

 福知山上下水道サービスセンター配当金    63,360千円 
 

水道事業会計 

 
（款）事業収益（項）営業外収益（目）受取利息及び配当金 

 配当金 21,120千円 

（款）事業収益（項）特別利益（目）その他特別利益 

 その他特別利益 13,200千円 
 

下水道事業会計 

 
（款）事業収益（項）営業外収益（目）受取利息及び配当金 

 配当金 21,120千円 

（款）事業収益（項）特別利益（目）固定資産売却益 

 固定資産売却益 375千円 

（款）資本的収入（項）固定資産売却代金 

（目）その他固定資産売却代金 

 その他固定資産売却代金 250千円 

 

担当課 
総務部資産活用課 

上下水道部経営総務課 
電話 

直通 24-7068 内線 4341 

直通 22-6503  内線 72-201 
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区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 用品調達基金繰入 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

18,165 

国 府 市債 その他 一般財源 ― 

 
  18,165  

補正後予算額 

18,165 

 

 

 

 

増額補正の理由 

用品調達基金は、購入頻度の高い用品を会計室において集中購入することに

より、用品の取得及び管理に関する事務を円滑かつ効率的に行うために平成19

年4月に設置したものです。設置した当時は鉛筆、消しゴム、のり、起案用紙な

ど幅広い多くの品目を扱っていましたが、電子化が進み、各課で作成することで

調達する品目数は減少を続けています。また、基金を介さず一般会計及び特別会

計から用品の集中購入をすることで、在庫を持つリスクが低減できるなど基金

設置の意義が低下していることから当該基金を廃止することとし、基金残高を

繰り入れるものです。 

なお、PPC用紙、トイレットペーパー、封筒等、購入頻度の高い用品は引き続

き会計室において集中購入することとします。 

担当課 会計室 電話 直通 24-7010 内線 2311 
  

（款) 繰入金（項) 基金繰入金（目) 基金繰入金 

(品目) 
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区 分 歳入予算 （単位：千円） 

事業名 預金利子 増額 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

7,692 

国 府 市債 その他 一般財源 2,697 

 
  7,692  

補正後予算額 

10,389 

 

 

 

増額補正の理由 

令和7年度当初予算における預金利子については、令和6年度の実績と金利情

勢等を基に予算計上を行いましたが、預金金利の上昇により、預金利子の増額が

見込まれるため補正を行います。 

 

 

 

 

 

   （単位：千円） 

 
当初予算額 

① 

補正後予算額 

② 

今回補正額 

②－① 

預金利子 2,697 10,389 7,692 

担当課 会計室 電話 直通 24-7010 内線 2311 

 
 
  

（款) 諸収入（項) 預金利子（目) 預金利子 
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政策名 市民一人ひとりが、最期まで生き生きと暮らし、温かく見送られるまち （単位：千円） 

事業名 （休日急患診療所費特別会計） 継続 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

1,886 

国 府 市債 その他 一般財源 27,500 

   1,886  
補正後予算額 

29,386 

 

１ 事業の背景・目的 

休日において緊急に医療を必要とする市民に対し、応急的な診療を提供するこ

とにより、市民が安心して生活できる環境を確保するため、福知山市休日急患診

療所を開設しています。 

令和7年11月中旬以降、インフルエンザ等感染症の流行が継続していることに

伴い、治療薬や検査キット等を購入するための薬品費が不足するため補正しま

す。 
 

２ 事業の内容 

令和8年1月11日以降3月末まで16日間開設 受診者600人予想 

コロナ・インフルエンザ同時検査薬 480人分購入予定 

インフルエンザ治療薬 240人分購入予定 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業費の内訳 

(款) 休日急患診療所費 (項) 診療所費 (目) 医業費 

需用費      1,886千円（薬品費） 
 

４ 主な特定財源 

(款) 診療収入 (項) 診療収入 (目) 診療収入 

診療収入     3,000千円 

(款) 繰入金   (項) 繰入金 (目) 他会計繰入金 

一般会計繰入金 △1,114千円 
 

担当課 健康福祉部健康医療課 電話 直通 24-7086 内線 2287 
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◆ 条例関連議案 
 
  
１ 福知山市斎場条例（一部改正） 

【担当課：市民課斎場  電話：(直通)27-6122】 
 

 １ 改正の理由 

   葬儀形態の多様化に配慮して控室の表記を改めることに伴い、所要の規定の整備を

行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）僧侶等控室を宗教者控室に改称することとした。 

（第３条第２号、第４条第２号及び別表関係） 

 

 （２）文言の整理を行うこととした。 

（別表関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 
 

 

２ 福知山市火災予防条例（一部改正） 

【担当課：消防署予防課 電話：(直通)23-5119 (内線)2420-112】 

 
１ 改正の理由 

  対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例

の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令等の施行等に伴い、所要の規

定の整理を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

（１）サウナ設備に関する事項 

ア 対象火気設備等の種類に「簡易サウナ設備」を加えることとし、簡易サウナ設備

の位置、構造及び管理の基準を定めることとした。 

（第７条の２関係） 

イ 「簡易サウナ設備」以外のサウナ設備を「一般サウナ設備」に改めることとした。 

（第７条の３関係） 

ウ 文言の整理を行うこととした。 

（第４４条第６号の２及び第７号関係） 

 

（２）感震ブレーカーの普及促進に関する事項 

住宅における出火防止等に資する物品及び機械器具として「感震ブレーカー」を加

えることとした。 

（第２９条の７第１項第１号関係） 

 

 ３ 施行期日 

   令和８年３月３１日 
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３ 福知山市用品調達基金条例（廃止） 

【担当課：会計室 電話：(直通)24-7010 (内線)2311】 
 

１ 廃止の理由 

   令和８年３月３１日をもって福知山市用品調達基金を廃止するため、条例を廃止す

る必要がある。 

 

 ２ 施行期日 

   令和８年４月１日 

 

４ 福知山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（一部改

正） 

【担当課：都市・交通課 電話：(直通)24-7051 (内線)4311】 
 

１ 改正の理由 

   福知山都市計画において、福知山駅周辺・駅南地区整備計画を変更するとともに、

上六人部地区整備計画を定めることに伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。 

 

 ２ 改正の内容 

 （１）別表第１に上六人部地区整備計画区域を加えることとした。 

（別表第１関係） 

 （２）別表第２において、福知山駅周辺・駅南地区整備計画にＧ地区を加えるととも

に、上六人部地区整備計画区域を加えることとし、建築物の制限について定めるこ

ととした。 

（別表第２関係） 

 

 ３ 施行期日 

   公布の日 
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◆ その他議案 
 

■工事請負契約の変更について 

 【担当課：道路河川課 電話：(直通)24-7059 (内線)4215】 
 

１ 工 事 名  長田野西橋橋りょう補修工事 

  

２ 変更前契約金額  １８７,６４５,７００円 

 

 ３ 変更後契約金額  １９４,８６０,６００円 

 

 ４ 変 更 理 由  橋台背面舗装工において、既設舗装との取合い部に段差や沈下

が確認されたことから、舗装範囲を増工するため。 

 

 ５ 契約の相手方  能見・三和 共同企業体 

            代表者  福知山市字雲原１５４番地 

                 株式会社能見土建 

                  代表取締役  曾 根 有 策 

            構成員  福知山市三和町千束５０２番地 

                 三和建設工業株式会社 

                  代表取締役  安 谷 清 春 

 

■財産の無償譲渡について 

【担当課：資産活用課 電話：(直通)24-7038 (内線)3312】 

 
１ 無償譲渡をする財産 

旧川合保育園園舎、倉庫棟、倉庫及びＬＰＧボンベ庫の用に供している建物 

     所在地  福知山市三和町岼小字宮ノ上６５４番地 

構造・延床面積 

  （園舎） 鉄骨造  平家建        ５６６．５３㎡ 

（倉庫棟）鉄骨造  平家建         ３６．００㎡ 

（倉庫） 鉄骨造  平家建         １４．２１㎡ 

（ＬＰＧボンベ庫）コンクリートブロック造  １０．６０㎡ 

                延床面積合計 ６２７．３４㎡ 

 

２ 無償譲渡の相手方 

    所 在 地  京都府舞鶴市字引土小字湯ノ口６０番地１ 

    名  称  株式会社ウェルアグリ 

    代 表 者  代表取締役 後守 貴博 

 

３ 無償譲渡の理由 

    旧川合保育園の利活用において、上記の建物を無償譲渡することで、長期

にわたる施設の安定的な活用を図り、地域活性化に資することを目的とする。 

 

４ 譲渡の時期 

令和８年４月１日 
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■財産の無償譲渡について 

【担当課：資産活用課 電話：(直通)24-7038 (内線)3312】 

 
１ 無償譲渡をする財産 

旧夜久野町構造改善会館の用に供している建物 
    所在地  福知山市夜久野町直見小字町浦３４番地１ 
構造・延床面積 
 鉄骨造  平家建 ３０１．００㎡ 
       

２ 無償譲渡の相手方 
所 在 地  京都府福知山市夜久野町直見３１０５ 
名  称  合同会社ｎｅｗｂｒｅｅｚｅ 
代 表 者  代表社員 石田 馨 
 

３ 無償譲渡の理由 
旧夜久野町構造改善会館の利活用において、上記の建物を無償譲渡することで、 

長期にわたる施設の安定的な活用を図り、地域活性化に資することを目的とする。 
 

４ 譲渡の時期 
令和８年４月１日 

 

■財産の無償貸付について 

【担当課：資産活用課 電話：(直通)24-7038 (内線)3312】 
 

１ 無償貸付をする財産 

旧川合保育園建物の用に供している土地 

所在地  福知山市三和町岼小字宮ノ上６５４番 他 

地 目  宅地 

地 積  ３，９６３.００㎡ 

 

２ 無償貸付の相手方 

    所 在 地  京都府舞鶴市字引土小字湯ノ口６０番地１ 

    名  称  株式会社ウェルアグリ 

    代 表 者  代表取締役 後守 貴博 

 

３ 無償貸付の理由 

    旧川合保育園の利活用において、上記の土地を無償貸付することで、長期

にわたる施設の安定的な活用を図り、地域活性化に資することを目的とする。 

 

４ 貸付の期間 

令和８年４月１日から５年間 
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■財産の無償貸付について 

【担当課：資産活用課 電話：(直通)24-7038 (内線)3312】 
 

１ 無償貸付をする財産 

旧夜久野町構造改善会館建物の用に供している土地 

所在地  福知山市夜久野町直見小字町浦３４番１ 他 

地 目  宅地 

地 積  ６６９.３８㎡ 

 

２ 無償貸付の相手方 

    所 在 地  京都府福知山市夜久野町直見３１０５ 

    名  称  合同会社ｎｅｗｂｒｅｅｚｅ 

    代 表 者  代表社員 石田 馨 

 

３ 無償貸付の理由 

    旧夜久野町構造改善会館の利活用において、上記の土地を無償貸付する

ことで、長期にわたる施設の安定的な活用を図り、地域活性化に資すること

を目的とする。 

 

４ 貸付の期間 

令和８年４月１日から５年間 

 

■財産の無償貸付について 

【担当課：中央公民館 電話：(直通)22-9551】 
１ 無償貸付をする財産 

旧三和会館の用に供している建物 

所 在 地  福知山市三和町千束小字成田３８３番 他 

構  造  鉄骨造瓦葺２階建 

延床面積  ６９６．００㎡ 

 

旧三和会館建物の用に供している土地 

所 在 地  福知山市三和町千束小字成田３８３番 他 

地  目  宅地 

地  積  ５５４．５０㎡ 

 

２ 無償貸付の相手方 

    所 在 地  京都府福知山市三和町芦渕４５０ 

    名  称  株式会社Ｌｉｆｅｘｉａ 

    代 表 者  代表取締役 飯渕 弘成 

 

３ 無償貸付の理由 

    旧三和会館の利活用において、上記の土地及び建物を無償貸付することで、長期

にわたる施設の安定的な活用を図り、地域活性化に資することを目的とする。 

 

４ 貸付の期間 

令和８年４月１日から１０年間 
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■市道の認定及び廃止並びに路線変更について 

 【担当課：道路河川課  電話：（直通）24-7054（内線）4212】 
 

下記路線について、市道の認定及び廃止並びに路線変更をする。  

区 分 路 線 名 摘要（認定・廃止・変更等理由） 

認  定 羽合１０号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 羽合１１号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 羽合１２号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 長田４８号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 長田４９号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 篠尾３０号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 野家４号線 開発行為に係る帰属によるもの 

認  定 興６号線 都市計画道路の新設整備による 

認  定 戸田１５号線 河川防災ステーション整備による 

認  定 戸田１６号線 河川防災ステーション整備による 

廃  止 つつじが丘団地本線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地１号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地２号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地３号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地４号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地５号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地６号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地７号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地８号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地９号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地１０号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地１１号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地１２号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

廃  止 つつじが丘団地１３号線 つつじが丘団地建替事業に伴う用地整理のため 

路線変更 上野線 高内踏切廃止に伴う起点変更 

路線変更 三軒屋上地２号支線 
沿道土地における土地利用上の変化に伴う終点

変更 

路線変更 野原線 府道拡幅工事による起点変更 
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◆ 報 告 

■損害賠償の額について 

  
地方自治法第１８０条第１項の規定により行った専決処分について、同条第２項の規定

によりこれを報告する。 

 
 

専決 内 容 損害賠償額 
担当課 

【連絡先】 

令和 8年 

2 月 5 日 

専決第 4号 

  

令和７年１１月１８日、福知山市字多保

市地内の六人部地域公民館駐車場におい

て、公用車が駐車のために後退したところ、

後方に駐車していた個人が所有する車両に

接触し、右リアバンパーを損傷したことに

よる相手方の損害を、次のとおり賠償する。 

 

87,527 円 

人権推進室 
 

【(直通)24-7021・ 

(内線)2218】 

 


